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件 名 町会・自治会活動の活性化支援に関する調査について 

所管部課名 地域のちから推進部地域調整課 

内 容 

１ 現状について 

（１）住民のライフスタイルの変化や価値観の多様化により、町会・自治

会への関心が低下、町会・自治会加入率も減少傾向にある。 

（２）町会・自治会内においても高齢化が進み、役員等の担い手が不足し

ている。 

（３）町会・自治会活動も徐々に活性化してきている。

２ 町会・自治会数・加入率について 

（１） 町会・自治会数

４２９団体（令和６年４月１日現在）

（２） 加入世帯数・加入率の推移

（３）直近の推移

各年４月１日現在 

年度 世帯数 加入世帯数 加入率 

令和４年度 361,781 171,754 47.47％ 

令和５年度 368,275 169,112 45.92％ 

令和６年度 374,640 166,492 44.44％ 

59.94％ 57.13％ 54.80％ 49.30％ 44.44％ 
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３ 町会・自治会の加入や活動について 

（１）第５２回足立区政に関する世論調査報告書（令和５年８月実施）の

回答結果（回答者数 １，５５５人）。 

（％） 

問 はい いいえ 無回答 

ア あなたは、自分の住所地に

該当する町会・自治会を知って

いますか 

65.4 30.9 3.7 

イ あなたは、町会・自治会に

加入していますか 
51.8 44.8 3.4 

ウ あなたは、町会・自治会の

活動を知っていますか 
49.7 42.6 7.7 

エ あなたは、町会・自治会の

活動に参加したことがありま

すか 

38.1 54.3 7.5 

（２）「イ あなたは、町会・自治会に加入していますか」で「いいえ」と 

お答えの方への「あなたが、町会・自治会に加入しない最も大きな理

由は何ですか」に対する主な回答（回答者数 ６９６人）。 

（％） 

回答 割合 

① 加入する必要性を感じないから 27.4 

② 人間関係がわずらわしいから 14.9 

③ 加入の方法がわからないから 11.2 

④ 誘われないから 11.2 

⑤ 多忙により、手続きの時間がとれないから 8.6 

⑥ 役員をやりたくないから 6.2 

⑦ 短期間の居住だから 5.0 

⑧ 会費が高いから 1.7 

４ 区の支援概要 

（１）町会・自治会を対象とした各種補助金

助成事業名 概要 

1 
町会・自治会に対する補助金 町会・自治会活動に対しての補助。 

補助額：地域の世帯数に応じて算出。 

２ 

掲示板設置費用助成 

※ 令和 6 年度より補助率

を 6割から 9 割に拡充。 

掲示板の新設や修繕を助成。 

補助率：対象経費の 9 割、上限：世帯数

により 10万円から 40万円。 

３ 
地域活性化事業助成 企画提案型の事業を行う場合の助成。 

補助率：対象経費の 10割、上限：20 万円。
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助成事業名 概要 

４ 

子ども向け地域活性化事業

助成 

※ 令和 5 年 10月から実施。

【実績 43件】 

町会・自治会と未加入者をつなぐ「子ど

も向け事業」の経費を助成。 

補助率：対象経費の 10割、上限：30万円。 

５ 

活動周知・加入勧奨支援助成 

※ 令和 5 年 10月から実施。

【実績 10件】 

活動周知や加入勧奨のチラシ作成費、ポ

スティング経費を助成。

補助率：対象経費の 10割、上限：世帯数

により 10万円から 20万円。 

６ 

活動活性化用物品購入助成 

（１）活動に使用する物品購

入経費助成（対象物品

限定） 

事業に使用する対象物品の経費を助成。 

補助率：対象経費の 6割、上限：10 万円。 

（２）加入勧誘時配付用物品

購入経費助成 

※ 令和 6 年度新規実施。

加入勧誘時配付用物品の購入経費を助成。

補助率：対象経費の 10割、上限：5万円。 

（３）デジタル回覧板対応機

器購入経費助成 

※ 令和 6 年度新規実施。

デジタル回覧板対応機器の購入経費を 

助成。 

補助率：対象経費の 10割、上限：10 万円。 

７ 

防災倉庫設置助成 防災用資機材を収容する防災倉庫設置を

助成。 

補助率：対象経費の 6割、上限 40万円。 

８ 

町会・自治会会館整備事業 

助成 

町会・自治会会館を建設、修繕する経費

を助成。 

補助率：対象経費の 6割、上限：1,000

万円。 

９ 

【参考】東京都助成 

地域の底力発展事業助成 

地域の課題解決を図る取り組みに対する

助成。 

補助率：事業区分により異なる。対象経

費の 5割から 10割、上限：20 万円。 

10 

【参考】一般財団法人自治総

合センター 

コミュニティ助成事業

主にコミュニティ活動、防災活動に必要

となる備品等の整備助成。 

助成額：助成区分により異なる。30万円

から 250 万円。 

（２）区民事務所を通じた町会・自治会への情報提供、サポート。

（３）バス車内広告による加入促進ＰＲ（令和６年度新規実施）。

（４）集合住宅、宅地開発に伴う事業者への加入案内を依頼。

（５）足立区転入者への町会加入チラシ、リーフレットの配布。

（６）小学校１年生を対象に「はじめての足立区町会・自治会」リーフレ

ットの配布。 

（７）区ホームページに町会・自治会加入申し込みフォームの掲載。

4



５ 今後の方針 

 区民事務所の地域担当係長が各町会・自治会に寄り添ってサポートを

行うとともに、新たな補助制度が必要な場合には積極的に取り入れてい

く。 
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